
報道関係者各位 

20 1 8 年 7 月 13 日 

株式会社ゆうちょ銀行 

法人向けサービスおよび既存送金決済サービス等の見直しについて

株式会社ゆうちょ銀行（東京都千代田区、取締役兼代表執行役社長 池田 憲人）は 2018 年

10 月から順次、法人向けサービスおよび既存送金決済サービス等の見直しを行いますので、  

お知らせいたします。詳細については、「別紙」のご参照をお願いいたします。 

1．法人のお客さま向けサービスの見直し 

  2019 年 4 月 1 日から、法人向けインターネットバンキング「ゆうちょ Biz ダイレクト」 

および送金サービス「総合振込」・「給与振込」の提供を開始いたします。 

また、提供開始にあわせ、契約料金・月額料金が無料となる、「ゆうちょ Biz ダイレクト  

スタートキャンペーン」を 2019 年 4 月 1日から 3年間実施いたします。 

 【ゆうちょ Biz ダイレクト】

大量の請求データの取り扱い機能に加え、取引時の複数名による

承認機能や利用者別の権限設定機能等のセキュリティ面を強化し

たインターネットバンキングサービスです。 

【総合振込・給与振込】 

事業主さまの振替口座から、ゆうちょBizダイレクトを通じて、多数の方のゆうちょ口座、さらには

他の金融機関の預金口座に振込みが可能なサービスです。 

仕入代金の支払い、経費精算、給与・賞与の支払い等にご活用いただけるサービスです。 

2．既存サービスの料金改定 

 (1)ATM 電信振替料金の改定 

   2018 年 10 月 1 日から、ATM 電信振替の料金を新料金「月 1 回まで無料、月 2 回目以降

123 円」に改定いたします。（旧料金：月 3回まで無料、月 4回以降 123 円） 

(2)その他料金の改定 

     2019 年 4月 1 日から、通常払込み・自動払込み・自動払出預入等の料金を「別紙 項番 2

既存サービスの料金改定、(2)その他料金改定」のとおり改定いたします。 

3．一部商品サービスの新規受付終了 

  2019 年 3 月 29 日をもちまして、「振替 FAX 通知サービス・国債等担保自動貸付け・財形

貯金担保貸付け・財形年金定額貯金における前厚型による年金のお受け取り・電信現金払・

スウィングサービス」の新規お申し込みの受け付けを終了いたします。 

今後ともお客さまにご満足いただけるよう、更なるサービスの提供に努めてまいりますので、

変わらぬご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。 

【報道関係の方のお問い合わせ先】 【お客さまのお問い合わせ先】 

株式会社 ゆうちょ銀行 

コーポレートスタッフ部門広報部（報道担当） 

電 話：03-3504-4440（直 通） 

F A X ：03-3580-6799 

ゆうちょコールセンター  
0 1 2 0 - 1 0 8 4 2 0  

受付時間   平 日  8:30～21:00 
        土・日・休日  
         12/31 ～ 1/3 
※携帯電話、PHS 等からも通話料無料でご利用いただけます。
※IP電話等、一部ご利用いただけない場合があります。 

9:00～17:00



法人向けサービスおよび既存送金決済サービス等の見直しについて

１ 法人のお客さま向けサービスの見直しについて 

 2019 年 4 月 1 日から、ビジネスの効率化に役立つ、法人のお客さま向け、インターネットバンキング       

『ゆうちょ Biz ダイレクト』および送金サービス『総合振込』・『給与振込』の提供を開始いたします。 

 （1） ゆうちょ Biz ダイレクトの開始について 

 大量の請求データのアップロード機能に加え、取引時の複数名による承認機能や利用者別の権限設定

機能等のセキュリティ面を大幅に強化した、法人のお客さま向けインターネットバンキングを提供いたします。 

   ご利用用途にあわせて、残高照会や都度の送金にご利用いただけるシンプルな機能に特化した   

「スタンダードプラン」と、「スタンダードプラン」の機能に加えて、総合振込、給与振込や自動払込みの請求

データのアップロード等の機能が利用できる「エキスパートプラン」からお選びいただけます。 

なお、ゆうちょ Biz ダイレクトの開始に伴い、インターネット伝送は 2019 年 3月をもって廃止いたします。

（現在ご利用いただいておりますお客さまについては、経過措置として、2022 年 3月まで利用可能です。） 

＜商品概要＞ 

機能 概要 
スタン
ダード
プラン

エキス
パート
プラン

オンライン機能（Web 上で実施できる機能） 

照会 

残高照会 ・現在高、前日末、前月末の残高を確認 ○ ○ 

入出金明細照会 
・最大 15 か月の明細を確認 
・最大 3 万件の明細データを取得 
（当日および前日分を含む） 

○ ○ 

送金 
ゆうちょ銀行あて振替 
／他金融機関あて振込

・受取人の口座に即時に送金 
（送金日を 31 日先まで指定可能） 
・ゆうちょ Biz ダイレクトから組戻、訂正を依頼 

○ ○ 

ｾｷｭﾘﾃｨ 各種セキュリティ 
・複数名承認、利用者別権限設定、ハードウェア

トークン。電子証明書を任意で利用可能 
○ ○ 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 

振替受払通知票 
Web 照会サービス 

・ゆうちょBizダイレクトから振替受払通知票等を確
認 
（別途申込みが必要） 

○ ○ 

入金お知らせメール 
・通知時間を選択いただき、口座への入金をメー
ルで通知（有料） 

○ ○ 

伝送機能（Web を通じて振込データ等の一括送信等を行う機能） 

送金決済
総合振込／給与振込 

・最大 5 万件の振込データを一括して送信 
・振込先口座情報の正誤を一括して確認 
・ゆうちょ Biz ダイレクトから組戻、訂正を依頼 

― ○ 

自動払込み ・最大 5 万件の払込データを一括して送信 ― ○ 

その他 

振替 MT伝送サービス ・MT帳票による通常払込みの明細をデータで取得 ― ○ 

受入明細通知サービス ・電信払込み等の受入明細をデータで取得 ― ○ 

通常現金払 ・証書発行データを伝送 ― ○ 

財産形成貯金 ・預入データを伝送 ― ○ 

別 紙 



＜料金設定＞ 

（税込） 

スタンダードプラン 

契約料金 5,400 円

月額料金 540 円

エキスパートプラン 

契約料金 10,800 円

月額料金 1,080 円

オプションサービス 

入金お知らせメール（月額料金） 540 円

ハードウェアトークン追加発行・再発行 2,700 円

※ 送金は別料金。 

※ ①各種学校の学納金の払込み／②社会福祉事業を経営する団体の払込み／③国又は地方公共団体が 

収納する公金の払込みで利用する口座は無料です（オプションサービスは対象外）。 

※ 2019 年 4 月～2022 年 3 月末までの 3 年間（キャンペーン期間）は、ハードウェアトークン追加発行・再発行  

手数料を除き、無料です。 



（２） 総合振込／給与振込の開始について 

これまでの自動払出預入、大量振替、給与預入の機能を見直し、法人のお客さま向けの送金サービス

である『総合振込』、『給与振込』の提供を開始いたします。 

事業主さまの振替口座から、ゆうちょ Biz ダイレクトを通じて、多数の方のゆうちょ口座、さらには他の 

金融機関の預金口座に振込みが可能なサービスです。 

仕入代金の支払い、経費精算、給与・賞与の支払い等にご活用いただけるサービスです。 

総合振込、給与振込の導入に伴い、自動払出預入、大量振替、給与預入は 2019 年 3 月をもって新規 

お申込みの受け付けを終了します。 

（現在ご利用いただいておりますお客さまについては、経過措置として、2022 年 3月まで利用可能です。 

また、ゆうちょ Biz ダイレクトにお申込みいただくことで、総合振込/給与振込へのお申込みがあったものと

みなします。） 

＜商品概要＞ 

概要 総合振込 給与振込 

振込元口座 振替口座 

振込先口座 

通常貯金、通常貯蓄貯金、振替貯金、 

他の金融機関の普通預金口座、貯蓄預

金口座および当座預金口座 

通常貯金、他の金融機関の普通預金口

座および当座預金口座 

データの提出方法 ゆうちょ Biz ダイレクト※

最大送信件数 
ファイル受付方式：50,000 件まで 

ブラウザ受付方式：5,000 件まで 

データ提出期限 振込日 1営業日前 19 時まで 

＜ゆうちょ銀行あてのみ＞ 

振込日 1営業日前 19 時まで 

＜他金融機関あて含む＞ 

振込日 2営業日前 11 時まで 

ファイルフォーマット 全銀フォーマット 

口座確認 振込前に振込先口座情報の一致／不一致を一括確認可能 

組戻・訂正 ゆうちょ Biz ダイレクトから組戻、訂正を依頼することが可能 

処理結果データ 
ゆうちょ Biz ダイレクトから処理結果をデータで取得することが可能 

（処理結果は、処理不能分（ゆうちょ銀行あて）のみ、全件等の選択が可能） 

  ※ ゆうちょ Biz ダイレクトの契約料金・月額料金が別途発生します。（2022 年 4 月 1 日から） 



＜料金設定＞

（税込） 

送金料金 

総合振込

ゆうちょ口座あて※

年間 100 万件以上 38 円

年間 10 万件以上 49 円

年間 10 万件未満 65 円

他行口座あて 
5 万円未満 216 円

5 万円以上 432 円

給与振込
ゆうちょ口座あて 0 円

他行口座あて 108 円

口座確認
ゆうちょ口座 0 円

他行口座 54 円

※ 毎年、1～12 月の取扱件数により判定し、翌年 4 月から翌々年 3月まで（1 年間）適用します。 

（３） ゆうちょ Biz ダイレクトスタートキャンペーンの実施 

    2019 年 4 月 1 日から 2022 年 3 月 31 日までにゆうちょ Biz ダイレクト等の利用を開始したお客さま       

について、契約料金と 2022 年 3 月までの月額料金が無料となるキャンペーンを実施します。 

名称 ゆうちょ Biz ダイレクトスタートキャンペーン 

キャンペーン期間 2019 年 4月 1日（月）～2022 年 3 月 31 日（木） （3 年間） 

無料対象 

キャンペーン期間中は、以下の契約料金および月額料金が無料となります。 

○ ゆうちょ Biz ダイレクトの利用 

スタンダードプラン 
契約料金 5,400 円

月額料金 540 円

エキスパートプラン 
契約料金 10,800 円

月額料金 1,080 円

オプションサービス 

（入金お知らせメール） 
月額料金 540 円

○ 自動払込みのＤＶＤ等による利用 

契約料金（各サービスの契約ごと） 5,400 円

月額料金（各サービスの契約ごと） 2,160 円



２ 既存サービスの料金改定 

(１） ATM電信振替料金の改定 

   取扱期間を 2018 年 9 月 30 日までとしておりました ATM 電信振替（ゆうちょ銀行口座間送金）の料金  

について、2018 年 10 月 1日から、以下のとおり無料回数を変更いたします。 

  （税込） 

現行料金 

（2018 年 9 月 30 日まで） 

新料金 

（2018 年 10 月 1 日から） 

ATM 電信振替 
月 3 回まで：無料

4 回目以降：123 円

月 1 回まで：無料

2 回目以降：123 円

(２） その他料金の改定 

2019 年 4月 1日から、以下のとおり料金改定を実施いたします。 

（税込） 

現行料金 

（2019 年 3 月 31 日まで） 

新料金 

（2019 年 4 月 1 日から） 

通常払込み 

（一般帳票・ 

DT 帳票）※1

窓口 
5 万円未満 130 円 200 円

5 万円以上 340 円 410 円

ATM 
5 万円未満 80 円 150 円

5 万円以上 290 円 360 円

電信振替 ゆうちょ Biz ダイレクト （新設） 100 円

振込 
ゆうちょ 

Biz ダイレクト

5 万円未満 
（新設） 

216 円

5 万円以上 432 円

簡易払（配当金領収証） 
支払総額×(8.22/1,000)

＋支払件数×5円

支払総額×(10.8/1,000)

＋支払件数×11 円

自動払込み(契約・月額料金) 

（DVD 等利用※2） 

0 円 契約料金 5,400 円

0 円 月額料金 2,160 円

自動払込み 

（従量料金） 

公共料金等 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ伝送

ﾃﾞｰﾀ伝送 

DVD 

10 円

公金 

等※3

帳票以外 10 円

帳票 30 円

公共 

料金 

等※4

年間 1,000 万件以上 16 円

年間 100 万件以上 22 円

年間 10 万件以上 27 円 

年間 10 万件未満 32 円 

帳票 30 円 帳票 97 円

一般 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ伝送

ﾃﾞｰﾀ伝送 

DVD 

25 円
一般※4

年間 1,000 万件以上 32 円 

年間 100 万件以上 38 円

年間 10 万件以上 43 円

年間 10 万件未満 54 円

帳票 51 円 帳票 130 円

自動払出預入 
10 万件超 

10 万件以下 

25 円 

30 円 

年間 100 万件以上 38 円

年間 10 万件以上 49 円

年間 10 万件未満 65 円

総括表郵送（自動払込み・自動払出預入等）※5  0 円
1,080 円

（2022 年 4 月から）

振替受払通知票等郵送扱い※6 0 円
108 円

（2020 年 4 月から）



※1 通常払込み（MT帳票、MPN帳票）、公金払込み、公共料金払込み、公庫払込みは、料金の変更はありません。 

※2 DVD、データ伝送、帳票が対象で、事業主番号毎に料金が発生します。 

※3 対象となる払込みは、①各種学校の学納金の払込み、②社会福祉事業を経営する団体の払込み、③国 

又は地方公共団体が収納する公金の払込みです。 

※4 料金加入者負担の場合の料金です。毎年、1～12 月の取扱件数により判定し、翌年 4 月から翌々年 3 月  

まで（1 年間）適用します。払込人負担の場合は、それぞれ最少件数の料金を適用します。 

※5 月額料金です。 

※6 公金等（上記※3 に準じる）の口座、MT・MPN・DT 利用口座等の専用口座、振替受払通知票等年間送付  

枚数 1 万枚以上口座、点字サービス利用口座、後見人設定口座、当行都合による補正等により発生した 

受払通知票を除きます。 

３ 一部商品・サービスの新規受付終了 

以下の商品・サービスは 2019 年 3 月 31 日をもって新規申込受付を終了します。 

商品・サービス名 経過措置 

スウィングサービス 
現在ご利用いただいておりますお客さまについては、2020 年

3 月まで利用可能です 

財形年金定額貯金の前厚型受取り 
現在ご利用いただいておりますお客さまについては、前厚型

での受取が可能です 

財形貯金担保貸付け 返済期限まで利用可能です 

国債等担保自動貸付け 
① 担保設定者：2020 年 3 月まで利用可能です 

② 借入者  ：返済期限まで利用可能です 

電信現金払（窓口払） － 

振替 FAX通知サービス 
現在ご利用いただいておりますお客さまについては、2020 年

3 月まで利用可能です 

以上 


